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教育・実践研究

大学生対象の指導目標設定を目的とする「自立活動の指導
プログラム」に向けた改善点の検討

―特別支援学校教員を対象にした結果を分析して―

岡　本　邦　広＊1

要　　　約

　本研究では特別支援学校教員を対象に，「指導目標を設定するに至る判断の根拠」を示す段階に特
化した指導プログラムの効果の検討とともに，大学生を対象とした指導プログラムに向けた改善点を
明示することを目的とした．県立特別支援学校の教員7名を対象とした（教員経験年数2年未満1名，
10年以上6名）．指導プログラム（180分）は，演習1，講義（指導課題の優先順位選定のための判断基
準の説明，機能的アセスメントに基づく指導課題の生起要因の説明・演習），演習2及びアンケートで
構成された．演習1及び演習2は，同一内容であった．結果，指導目標の設定理由として，「生起要因」
について，指導プログラム後はその前に比べて「先行条件」及び「結果条件」の両条件からの記述が
増加した．一方，「優先順位」について，指導プログラム後はその前に比べて，指導プログラムで提
案した優先順位の根拠となる観点のカテゴリ数が増加するとともに，「優先順位」の根拠となる視点
を記述する対象者数が増加した．結果から，指導プログラムは一部の対象者に効果をもたらしたこと
が示された．大学生対象の指導プログラムに向けた改善点として，①複数科目との連携（カリキュラム・
マネジメント）による演習時間の確保，②「生起要因」「優先順位」の各側面の記述を促すワークシー
トの工夫，③「優先順位」に関する練習問題の設定の3点が指摘できた．

１．緒言
　自立活動は，特別支援学校の教育課程において特
別に設けられた指導領域であり，障害のある児童生
徒個々の実態把握によって導かれる「人間としての
基本的な行動を遂行するために必要な要素」及び
「障害による学習上又は生活上の困難を改善・克服
するために必要な要素」，いわゆる心身の調和的な
発達の基盤に着目して指導するものである1）．文部
科学省1,2）は学習指導要領の改訂を行い，障害のある
児童生徒に対する自立活動の指導の一層の重要性と
共に，個別の指導計画作成における「指導目標（ね
らい）を設定するに至る判断の根拠」を書面化する
必要性を指摘している．
　しかし，藤井ら3）の自立活動に関する調査研究に
参加した特別支援学校教員は，「事例において，複
数ある（行動問題†1）の）うちのどの指導課題を指

導目標にするべきか，といったことが難しい」と回
答していた．さらに，藤井ら3）は安藤4）を援用し，
教員養成大学・学部のカリキュラムにおいて，自立
活動にかかわる科目の開設を行っている教員養成大
学・学部がわずかであることを述べるとともに，自
立活動を主に内容構成する科目の開設を必修として
いない，現行の特別支援学校教諭免許状の取得にか
かわる枠組みを指摘している．したがって，藤井ら3） 

や安藤4）より現行の教員免許状制度においては，特
別支援学校教諭免許状を取得し特別支援学校に勤務
していても，必ずしも自立活動には精通していると
は限らないことが指摘できる．藤井ら3）及び安藤4） 

の指摘や，自立活動が特別支援学校独自に設けら
れた教育課程上の指導領域1）であることを勘案する
と，特別支援学校教諭免許状取得を目指す大学生に
対して，自立活動に関する正確な知識や技能，とり
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わけ，今回の学習指導要領の改訂で重視される「指
導目標（ねらい）を設定するに至る判断の根拠」を
述べる能力を身に付けさせることが重要課題である
と考えられる．また，そのような能力を身に付けさ
せる自立活動の指導プログラムの開発が急務と考え
られる．
　文部科学省1）（p.105）は，自立活動の個別の指導
計画を作成する上で，最も重要な点が，実態把握か
ら指導目標（ねらい）を設定するまでのプロセスに
あると指摘する．このプロセスには，①児童生徒の
実態をどのように捉え，②なぜその指導目標（ねら
い）を設定することにしたのかといった2つの内容
が含まれる．また，このプロセスを踏まえて，指導
目標（ねらい）の設定に至る考え方を関係者間で共
有することで指導の根拠を明らかにしやすくなると
考えられている1）（pp.105-106）．文部科学省1）（pp.105-
106）を基にすると，「指導目標（ねらい）を設定す
るに至る判断の根拠」を示す段階には，「行動問題
等の指導課題における生起要因の検討」（前記①に
該当），ならびに，「指導課題の優先順位の選定」（前
記②に該当）の2つの手続きを含むと考えられる．
　「行動問題等の指導課題における生起要因の検討」
について，機能的アセスメントに基づく分析方法が
有効であると考えられる5）．その理由として，機能
的アセスメントは，①指導課題（行動問題等）の生
起要因を本人及び環境的側面から客観的に分析する
ことが可能，②指導課題と機能的に等価な代替行動

（指導目標）の設定が可能といった2点が考えられる．
機能的アセスメントは，行動問題の先行条件と結果
条件の機能的関係から行動問題の機能（行動問題が
果たしている役割）を分析する情報収集プロセスで
ある．行動問題の機能として，注目の獲得，感覚刺
激の獲得，もの・活動の要求の獲得，課題からの逃
避の4つがあるとされている．情報収集は，①関係
者や本人に対するインタビュー，②直接観察による
記述的分析，③環境条件の操作による実験的分析の
3つのすべて，あるいはいずれかによる6）．
　例えば指導課題として，「人を叩く行動」の特徴
を有する事例を考える．機能的アセスメントに基づ
く分析を行った結果，本事例では，「a. 他者との適
切なコミュニケーションスキルの不足」を背景に，
「b. 他児や教師が近くにいる」状況で，「c. 人を叩
く行動」が生起し，結果的に，「d. しなければなら
なかったはずの学習課題をしなくてすむ状況を得た
（逃避の獲得）」という随伴性が機能していたとす
る．機能的アセスメントに基づく指導計画を立案す
ると，例えば，「a. コミュニケーションのとれる教
師の存在」を背景に，「b. 関係の構築されている教

師が近くにいる」状況で，「c.『教えてください』
や『休憩』という要求言語行動」が生起し，結果的に，
「d. しなければならなかったはずの課題をしなくて
すむ状況を得た（逃避の獲得）」のように，当初の
指導課題も指導目標の行動が生起した結果は同じ役
割（この場合は，逃避の獲得）を果たすことになる．
機能的アセスメント未実施の場合は，指導目標が安
易に「人を叩かないようにする」となってしまう恐
れがある．しかし，上述のように機能的アセスメン
トを実施することで，『教えてください』や『休憩』
という要求言語行動を獲得できるようにする」とい
う指導目標の具体を提示することが可能になると考
えられる．以上から，「行動問題等の指導課題にお
ける生起要因の検討」にあたっては機能的アセスメ
ントに基づく分析が有効と考えられる．
　一方，「指導課題の優先順位の選定」について，
真鍋7）は複数の指導課題から優先順位を選定する際
に，「本人や周りの子供にとって重要な行動，また
はその時期で緊急性が高いもの」「できるだけ，日々
繰り返され設定が日によって大きく異ならないも
の」「担当教諭が支援を行うことが可能な場面」の3
つを概ね満たすものを指導目標として設定したとこ
ろ，ある事例においては比較的容易に指導目標が選
定できたことが報告された．また，岡本と井澤8,9）は，
指導目標（標的となる行動問題）を選定する際には，
行動問題の「緊急性」「支援者（親）のストレス」「本
人への危険性」「他者への危険性」「頻度」「従事時間」
の6項目をそれぞれ5段階評価し，指導目標の優先順
位を選定することを提案した．これらのことから，
指導目標の優先順位を選定する際，指導課題が複数
みられる場合は，真鍋7）や岡本と井澤8,9）が提案した
判断基準を基に，指導課題同士を比較しながらその
高低を比較することで，指導課題の優先順位の選定
が可能であると考えられる．
　以上のことから，筆者が上述した先行研究を参考
にして，「行動問題等の指導課題における生起要因
の検討」「指導課題の優先順位の選定」に関する内
容の2つの視点を盛り込み，特別支援学校教諭免許
状の取得を目指す大学生を対象とした自立活動の指
導プログラム（以下，指導プログラム）を作成した．
大学生に対する指導プログラム実施前に，特別支援
学校教員に指導プログラムを受講してもらい，その
効果を検討するとともに，大学生を対象とした指導
プログラムに向けた改善点を明示することによっ
て，大学生が，「指導目標を設定するに至る判断の
根拠」を述べる能力を身に付けることが妥当な指導
プログラムを提供できると考えた．
　そこで，本研究では現職の特別支援学校教員を対
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象に，「指導目標を設定するに至る判断の根拠」を
示す段階に特化した指導プログラム（指導課題の優
先順位選定のための判断基準を設定するとともに，
機能的アセスメントの解説を盛り込んだプログラ
ム）の効果を検討するとともに，大学生を対象とし
た指導プログラムに向けた改善点を明示することを
目的とした．

２．方法
２. １　対象者
　X 県にある2つの特別支援学校に対して文書にて
研究協力の依頼を行ったところ，X 県立 Y 特別支
援学校の教員7名から研究協力の意思表示があり，
その7名（A，B，C，D，E，F，G）を対象者とし
た（表1）．対象者の「年齢段階」は，30歳代が1名，
40歳代が2名，50歳代が4名であった．「性別」は，

男性が3名，女性が4名であった．「教員経験年数」
は「3年未満」が1名，「10年以上20年未満」が1名，「20
年以上」が5名であった．機能的アセスメントに関
して，系統的な研修を受けた対象者はいなかった．
２. ２　研修実施日・場所
　Z 年12月28日（13:30～16:30），公共施設の一室に

表１　対象者のプロフィール
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図１　指導プログラム前後で用いた演習問題
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表２　指導プログラム

おいて実施した．
２. ３　研修手続き
２. ３. １　指導プログラム
　演習1，講義，演習2の流れで構成された．講義内
容は，文部科学省1），真鍋7），岡本と井澤8,9），アルバー
トとトルートマン10）を基に筆者が作成した．演習1
及び演習2は同一の演習問題であり，文部科学省1） 

の「特別支援学校教育要領・学習指導要領解説　自
立活動編（幼稚部・小学部・中学部）」における知
的障害を伴う自閉症の事例（pp152-154）を基に作
成した．指導プログラム（180分）の内容は，以下
の通りであった．
　（1）演習1（25分間）：対象者の既有の知識のみで，
指導課題の生起要因を分析し，またどのような観点
から指導目標を設定するかを測定するために，対象
者に演習11）の実施を依頼した（図1）．
　（2）講義（120分間）（休憩15分含む）：以下に示
す①～③の3つの内容から構成された（表2）．
　①「指導課題（行動問題等）の生起要因の検討」
を説明した．指導課題（行動問題等）の生起要因は，「3
つのポイント」として，機能的アセスメントの理論
に基づき，「そのように行動することで，子供は何

を得たか」〔指導課題（行動問題）が果たしている
役割（「注目の獲得」「ものの要求の獲得」「感覚刺
激の獲得」「逃避の獲得」の4つの機能〕，「そのよう
に行動するきっかけ（直接）は何」，「そのように行
動するきっかけ（間接）は何」〔指導課題（行動問題）
を強化している背景要因（例えば，コミュニケーショ
ンが未獲得，病気など〕という3つの視点から検討
することが必要であると説明した．「3つのポイント」
説明後は，それに関する練習問題や，知的障害や知
的障害を伴う自閉症を扱った事例に対する3つのポ
イントを踏まえた練習問題を実施した．
　②「指導目標設定時のポイント」を，以下の2つ
の側面より説明した．1つ目は，「指導目標を記述す
る際の留意点」（客観的な記述，「〇〇する」という
記述）であった．2つ目は，「指導目標を設定する根
拠」である．演習1と異なる事例1）に見られる複数
の実態（例えば，「他児を叩く」「順番を待つことが
できない」「大声を上げる」等）を基に，「現在，改
善の必要性はあるか」「数年後，改善の必要性はあ
るか」「改善の可能性はあるか」「他の課題への影響
はあるか」「自分への影響はあるか」「他者への影響
はあるか」「頻度」の7観点のそれぞれを，「5．とて
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も高い」「4．どちらかというと高い」「3．どちらで
もない」「2．どちらかというと低い」「1．とても低
い」の5段階で評価する．また「従事時間」を，「5．
　とても長い」「4．どちらかというと長い」「3．ど
ちらでもない」「2．どちらかというと短い」「1．と
ても短い」の5段階で評価することを提案した．併
せて，その際に他の項目より高い評価が得られた観
点が，指導目標を設定する際の根拠となることを教
示した．「指導目標設定時のポイント」については，
演習を行わず，説明のみの実施であった．
　（3）演習2及び振り返り（35分間（演習問題25分，
振り返り10分））：どのような観点から指導目標を設
定するかを測定するために，対象者に演習1で使用
した演習問題1）の実施を依頼した．さらに演習2後
は，対象者に，振り返り表に講義における評価を依
頼した．
２. ４　評価方法
　筆者を含む研究者2名（ともに特別支援学校の教
員経験を複数年有する）が，以下の2観点から，演
習1及び演習2における以下に示す視点1及び視点2の
記述が含まれているかどうかを協議しながら分析し
た．
　視点1：指導課題（行動問題）の生起要因を，「先
行条件」「結果条件（機能）」の側面から記述して
いるか（例えば，「教師から難しい課題を提示され
た時に（先行条件），つばを吐く行動（行動問題）
が生起すると，難しい課題が取り下げられる傾向に
あった（結果条件）」といった記述の有無）．
　視点2：指導目標の設定時に「改善の必要性（現
在）」「改善の必要性（数年後）」「改善の可能性」「他
の課題への影響」「自分への影響」「他者への影響」
「頻度」「従事時間」の8観点のいずれかを根拠にし
て記述しているかを分析した．
２. ５　アンケート
　「講義内容」について，「とても簡単」から「とて
も難しい」までの5件法にて回答を求めた．また，「講
義時間」について，「とても短い」から「とても長い」
までの5件法にて回答を求めた．さらに，「その他（講
義の改善点等）」について，自由記述を求めた．  
２. ６　倫理的配慮
　本研究は，筆者の所属機関における倫理委員会の
承認を得て実施した（承認番号19-067）．また本研
究への参加は，対象者の同意を書面で得て実施した．

３．結果
　表3に，対象者の指導プログラム前後における「指
導目標の設定理由」「生起要因の記述の有無」「優先
順位の記述の有無」を示した．

３. １　�指導課題の「生起要因」に関する記述の変化
　指導プログラム前，「先行条件」に関する記述が
B，D，F，G の4名（57.1％），「結果条件」に関す
る記述が0名（0％）であったのが，指導プログラム
後は，「先行条件」に関する記述が C，D，E，F，
Gの5名（71.4％），「結果条件」に関する記述がD，
E，F の3名（42.8％）となった．以下に，各対象者
の指導プログラム前後の生起要因に関する記述を示
した．
　A について，指導プログラム前後において両条
件に関する記述はなかった．
　Bについて，指導プログラム前は，「先行条件（気
持ちが不安になった時）」に関する記述があったが，
指導プログラム後は両条件に関する記述はなかった．
　C について，指導プログラム前は両条件に関する
記述はなかったが，指導プログラム後は「先行条件
（スキル不足）」のみに関する記述がみられた．
　Dについて，指導プログラム前は，「先行条件（方
法がわからない）」のみにみられたが，指導プログ
ラム後は両条件（「先行条件；気持ちが落ち着かな
くなった時，コミュニケーション能力不足」「結果
条件；逃避」）に関する記述がみられた．
　E について，指導プログラム前は両条件に関する
記述はなかったが，指導プログラム後は両条件（「先
行条件；コミュニケーション能力（スキル）が低い」
「結果条件；難しい状況や困難から逃避」）に関す
る記述がみられた．
　Fについて，指導プログラム前は，「先行条件（コ
ミュニケーションをとりたいという欲求がある）」
のみみられたが，指導プログラム後は両条件（「先
行条件；適切な意思表示の手段の獲得が不十分で自
分の思いを他者にうまく伝えられず；落ち着かな
い」」「結果条件；逃避」）に関する記述がみられた．
　Gについて，指導プログラム前後で「先行条件（困
難な場面になった時）」のみに関する記述がみられた．
３. ２　指導課題の「優先順位」に関する記述の変化
　図2に，指導プログラムで提示した8観点の指導プ
ログラム前後における対象者の記述数の変容を示し
た．指導プログラム前は，「他者への影響」（2名），「自
分への影響」（2名），「他の課題への影響」（1名）の
3観点からの記述がみられた．指導プログラム後は，
「他者への影響」（4名），「改善の必要性（現在ある
いは数年後）」（3名），「自分への影響」（2名），「改
善の可能性」「他の課題への影響」「頻度」「従事時間」
（いずれも1名）と7観点からの記述がみられた．
　また表3から，優先順位に関する記述を行った対
象者数について，指導プログラム前は C，E，F の
3名（42.8％）であったが，指導プログラム後はA，B，
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表３　指導プログラム前後における対象者の記述内容の変容
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C，E，F の5名（71.4％）に増加した．さらに，教
員経験年数が10年以上の対象者について，指導プロ
グラム前は優先順位に関する記述は6名中3名（50％）
であったが，指導プログラム後は83.3％（6名中5名）
に増加した．一方，教員経験年数が2年未満の D は
指導プログラム前後で優先順位に関する記述はみら
れなかった．
　以下に，各対象者における指導プログラム前後の
優先順位に関する記述の特徴を示した．
　A について，指導プログラム前は指導目標の優
先順位に関する記述はなかったが，指導プログラム
後は「改善の必要性」「他者への影響」「従事時間」
の3観点から選定したという記述がみられた．
　B について，指導プログラム前は指導目標の優先
順位に関する記述はなかったが，指導プログラム後
は「改善の必要性」「他の課題への影響」「自分への
影響」「頻度」の4観点から選定した記述がみられた．
　Cについて，指導プログラム前は，「自分への影響」
「他者への影響」の2観点からの記述がみられた．
指導プログラム後は，「改善の必要性」や「改善の
可能性」「他者への影響」の3観点から選定を行った
記述がみられた．
　Dについて，指導プログラム前後で優先順位に関
する記述はみられなかった．
　E について，指導プログラム前は，「他の課題へ
の影響」の1観点から選定を行った記述がみられた．
指導プログラム後は，「他者への影響」の1観点から
選定を行った記述がみられた．
　F について，指導プログラム前は，「適切に意思

を伝える手段の獲得」が「本人の心の安定を図る」
（自分への影響）ことや，「他者と関わりたいとい
う欲求を満たす」（他者への影響）ことにつながる
というように2観点から評価を行っていた．指導プ
ログラム後は，「適切な意思表示の仕方」を指導す
ることによって，「困った場面で他者に援助を求め，
一人で不安を抱え込まなくなる」（自分への影響，
他者への影響）と考え，指導プログラム前後で，優
先順位の観点に変化はなかった．
　G について，指導プログラム前後で指導目標の優
先順位に関する記述はなかった．
３. ３　アンケート結果
　「講義内容」について，「適当」「どちらかという
と難しい」と回答した対象者がそれぞれ7名中5名
（71.4％），2名（28.6％）であった．「講義時間」に
ついて，「どちらかというと短い」「適当」と回答し
た対象者がそれぞれ7名中1名（14.3％），6名（85.7％）
であった．表4に，自由記述にみられた内容を示した．

４．考察
　本研究は，大学生の講義用に作成した指導プログ
ラムを現職の特別支援学校教員（対象者）に対して
実施し，大学生を対象に実施する際の指導プログラ
ムの課題を明らかにすることを目的として行った．
結果，指導目標の設定理由として，「生起要因」に
ついて，指導プログラム後はその前に比べて「先行
条件」及び「結果条件」の両条件からの記述が増加
した．一方，「優先順位」について，指導プログラ
ム後はその前に比べて，指導プログラムで提案した

0
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図２　指導プログラム前後における指導目標設定の根拠となる視点の使用頻度
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優先順位の根拠となる観点のカテゴリ数が増加する
とともに，「優先順位」の根拠となる視点を記述す
る対象者数が増加した．
４. １　�指導プログラムによる「生起要因」に関す

る先行研究との比較　
　「生起要因」に関して，指導プログラム前は「先
行条件」を検討した対象者はいたものの，「結果条件」
に着目した該当者は存在しなかった．この結果は，
行動理論に関して受講経験のない支援者は「結果条
件」には目が向きにくいとする先行研究11,12）を支持
した．また，短時間の行動理論に基づく講義・演習
の組み合わせたプログラムが，7名中3名（42.8％）
の対象者にとって先行研究5,11-13）を支持し有効で

表４　対象者の振り返り表にみられた自由記述

あったと考えられる．
４. ２　「優先順位」の記述に関する対象者の特徴
　「教員経験年数」で分析すると，「10年以上」の教
員6名のうち3名は，指導プログラム前でも，指導プ
ログラムで提案した8つのうちの「他者への影響」
「自分への影響」「他の課題への影響」のいずれか
の観点から指導目標の優先順位を検討する傾向がみ
られた．また，指導プログラム後，6名中5名は指導
プログラムで提案した8つのいずれかの観点から指
導目標の優先順位を検討する傾向がみられた．一方
で，「教員経験年数」が2年未満の D の場合，指導
プログラム前後で優先順位に関する記述は認められ
なかった．海津ら14）は，個別の指導計画作成に関す



372 岡　本　邦　広

る調査を実施し，「他の領域や課題への影響を考慮
した」といった深い洞察や総合的な捉え方を要する
項目については，「教員経験年数」の少ない方が多
い方に比べて意識が向きにくいことを指摘した．こ
れらの結果から，「指導目標の設定理由」には経験
が豊富な場合は必然的に優先順位に書くものである
と認識する傾向にあるが，経験が少ない場合はどの
視点から記述すべきかがわからない可能性があると
考えられる．また，Dは「生起要因」に関しては，
指導プログラム後は機能的アセスメントに関する分
析を図示するなど演習の効果が考えられた．しかし，
「優先順位」に関する演習は全く盛り込まれておら
ず，「指導目標の設定理由」に優先順位に関する記
述を行うまでは至らなかったとも考えられる．
４. ３　大学生対象の指導プログラムに向けた改善点
　以上を踏まえ，大学生を対象とした指導プログラ
ムに必要な改善点を以下に3点示した．
　1つ目は，複数科目との連携（カリキュラム・マ
ネジメント）2）による「生起要因」に関する演習時
間の確保である．「生起要因」について，指導プロ
グラム後には半数程度（42.8％）が機能的アセスメ
ントに基づく要因分析が可能であった．機能的アセ
スメントに関して，系統的な研修を受けた経験のあ
る対象者はいなかったことを考えると，本研究で作
成した演習によって，「生起要因」の記述可能な大
学生が存在する可能性が考えられる．

表５　指導目標の「優先順位」を選定するための練習問題案

　筆者の所属機関においては，特別支援教育に関す
る履修科目として，科目「知的障害者の心理」「特
別支援教育基礎理論」「知的障害教育Ⅰ」「知的障害
教育Ⅱ」などの複数の科目が存在する．例えば，「特
別支援教育基礎理論」では自立活動の基本的な知識
を，また「知的障害者の心理」では機能的アセスメ
ントに基づく理論に関する知識を教授し，さらに，
「知的障害教育Ⅰ」や「知的障害教育Ⅱ」では，自
立活動を機能的アセスメントに基づく分析方法で捉
える演習を行うといった複数の科目に，自立活動や
機能的アセスメントに関する知識や技能を取り入れ
ることによって，指導課題を機能的アセスメントに
基づいて分析できるようになるのではないかと考え
られる．
　しかし，自由記述（表4）にみられるように，本
研究で扱った事例は知的障害を伴う自閉症あるいは
知的障害と限定的な障害種を扱うにとどまり，様々
な障害種に対応した自立活動の指導プログラムであ
るとは言い難い．学生を対象にした指導プログラム
を実施する際には，「行動問題を有する知的障害を
伴う自閉症や知的障害を対象とした，自立活動の指
導を検討する場合」のような前提をつけて説明する
必要がある．
　2つ目は，指導目標の設定時に「生起要因」「優先
順位」の各側面からの記述を促すワークシートの工
夫である．表3によると B の指導プログラム前の演



373大学生対象の「自立活動の指導プログラム」に向けた改善点の検討

習1では「生起要因」を記述していたにも関わらず，
指導プログラム後は「優先順位」に関する記述のみ
であった．海津と佐藤15），大久保ら12）や，Acker et 
al.16）は，指導計画の作成において対象者に盛り込ん
でほしい内容をキー・ワードにして示すことの重要
性を指摘している．本研究で活用したワークシート
（図1）には，「指導目標の設定理由」とだけ書かれ
ていたが，上記の先行研究の指摘を参考に，その下
に，「指導課題の生起要因」と追記しておくことで，
その側面からの記述を促すことが可能と考えられ
る．さらに，ワークシート（図1）の「指導目標の
設定理由」の下に，「指導課題の生起要因」と併せ
て「指導課題の優先順位」と記述することで，その
側面からの記述を促すことが可能と考えられる．　
　3つ目は，「優先順位」に関する練習問題の設定で
ある．教員経験年数の長い対象者の50％（6名中3
名）は指導プログラム前から指導目標（ねらい）の
優先順位に関する記述を行っていたが，教員経験年
数が2年に満たない教員は指導プログラム前後にお
いてその記述は認められなかった．この要因の1つ
として，教員経験年数の長い教員は，特別支援学校
の教育現場において，実際の事例に対して自立活動
の指導目標を設定する機会を豊富に有していること
から，必然的に筆者が提案した8つのうち3つ（「他
者への影響」「自分への影響」「他の課題への影響」）
の視点を盛り込んで，指導目標を選定していたので
はないかと推測する．これに比して，教員経験年数
の短い教員は，教員経験年数の長い教員より自立活
動の指導目標を選定する機会が少なく，「指導目標
（ねらい）の設定理由」の記述を求められても，優
先順位の側面からの記述が困難であることが想定さ
れる．
　また要因の2つ目として，「優先順位」に関しては
8つの観点から指導課題の優先順位を比較すること
が重要であるといった説明のみを行い，演習時間を
全く確保しなかったことが挙げられる．大久保ら12）

は，機能的アセスメントに関する研修を実施し，講
義後に演習を行う効果を指摘している．大久保ら12）

の指摘を参考にすると，本研究においても「優先順
位」に関する演習時間を確保する必要があったと考
えられる．さらに，演習を実施する際には，機能的
アセスメントの項で行ったように，難易度を段階的
に設定する工夫が必要である．これらのことから，
「指導課題の優先順位」の比較可能な練習問題の設

定が必要と考えられる．表5に，その練習問題を示
した．練習1では，「①毎日，〇〇行動をするので，
周囲にしばしば迷惑をかける」「②学期に1回程度，
△△行動をするので，周囲に迷惑をかける」という
同一事例において2つの指導課題が挙げられた場合，
「指導課題を選定するとしたらどちらにするか」，
さらに，「その根拠は何か」と問う練習問題が考え
られる．練習1の場合は，①の方は「毎日，…しば
しば」，②の方は「学期に1回程度」となっているこ
とから，「頻度」の多さを根拠にして，①の指導課
題を優先的に指導するという回答が得られると考え
られる．このような形式の練習問題を複数回行うこ
とによって，8つの視点から目標選定の根拠を探し
出すことが可能になると考えられる．
　さらに，表5に示した練習問題を終えた後，演習
問題2を実施する前に，図1と同じ形式で8つの視点
からみて優先順位の判断のしやすい問題を作成する
ことで，理解が深められていくと考えられる．例え
ば，次に示す①～③の3つの指導課題を有する事例
の指導課題の優先順位を検討する問題を考える．「①
自分の思い通りにならないと情緒が不安定になり，
混乱する場合が1日に数回ある．しかし，しばらく
してから声かけすると落ち着いて学習活動に参加で
きる」「②自分の思いや気持ちを一方的に通そうと
する場合が１日に数回ある．しかし，やりとり可能
な単語を用いて教師とやりとりをするとおさまるこ
とがある」「③集団での学習場面において順番を待
つなどの，ルールや決まり事を守ることが難しく，
近くの生徒や教師に手が出ることがある．結果とし
て，他の学習課題にも影響を与えることが多い」．
　上記①～③について，「頻度」はいずれも「1日に
数回」と同程度である．しかし，①及び②は，「し
ばらくしてから声かけすると落ち着いて学習活動に
参加できる」「やりとり可能な単語を用いて教師と
やりとりをするとおさまることがある」に対して，
③では「近くの生徒や教師に手が出ることがある．
結果として，他の学習課題にも影響を与えることが
多い」とあるように，「改善の必要性」「他の課題へ
の影響」「他者への影響」は①②の指導課題に比べ
て高くなることが想定される．このような段階を踏
まえた練習問題を設定することによって，指導目標
の優先順位を選定する能力は培われていくと考えら
れる．
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Abstract

　The purpose of this study was to examine the effects of an educational program specialized in the stage of 
showing “the basis for making decisions to set educational goals” for teachers of special needs schools, and to clarify 
the improvements for “guidance program for independence activities” for university students. The number of 
years of experience was young (N=1) and veteran (N=6). The guidance program (180 minutes) consisted of exercise 
1, lecture, exercise 2, and a questionnaire. The lectures included explanations of criteria for selecting priorities for 
instructional tasks, explanations of the causes of instructional tasks based on functional assessments, and contents 
of exercises. Exercise 1 and Exercise 2 had the same content. The results were as follows: Regarding the reason 
for setting the educational goal, the description of “occurrence factors” from both the “antecedent condition” and 
the “consequence condition” increased after the educational program. On the other hand, as for “priority”, after 
the educational program, the number of categories of viewpoints that are the basis of the priority proposed in 
the educational program were increased compared to before, and the viewpoint that is the basis of “priority” is 
described. The number of subjects increased. The results showed that the educational program was effective for 
some subjects. Improvements to the educational program for college students include: (1) Coordination with multiple 
subjects (i.e. curriculum management) , ensuring exercise time, and (2) Description of each aspect of “occurrence 
factors” and “priority” of worksheets for prompting students, and (3) setting of exercises related to “priority” were 
pointed out.
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